
 

 

 

 

 

 

 

前号の速報でお知らせしたとおり、長野県の最低賃

金審議会は 10月からの最低賃金を 1,061円に引き上げ

るよう答申しました。現在は 998 円ですので、63 円ア

ップということになり、この上がり幅は過去最大とい

うことです。今年は 10月 3 日から適用されます。 

これを受けて、法人・事業所では賃金アップをどのよ

うにするか頭を悩ませているところと思いますが、今

回の大幅な改定は、パート・アルバイトの時給だけでな

く、月給制職員の給与にも影響が及んでくる可能性も

あることにご注意ください。 

たとえば月所定労働時間が 168 時間（月平均 21 日勤

務×8 時間労働）の事業所の場合、1,061 円×168＝

178,248 円となり、基本給と固定手当を合わせた月額賃

金がこれを下回ると、最低賃金法違反となってしまい

ます。 

※最低賃金の計算から除外する手当… 

・精皆勤手当・通勤手当・家族手当（扶養手当） 

この他の固定手当（役職手当や資格手当、処遇改善手

当など）は最低賃金の計算に含めます。上記の例の場合、

「基本給＋資格手当＋処遇改善手当…」が 178,248 円

を上回っていれば問題ないということです。 

国は最低賃金を全国加重平均 1,500 円にすると目標

を掲げています。それがいつ実現するかは分かりませ

んが、少し先を見据えて、場合によっては給料表全体の

見直しも検討すべき時期なのかもしれません。 

 

 

今年 6 月、「労働施策総合推進法」が改正され、カス

タマーハラスメント（カスハラ）や、求職者等に対する

セクシュアルハラスメント（いわゆる就活ハラスメン

ト）を防止するために、雇用管理上必要な措置を講じる

ことが事業主の義務とされることとなりました。 

施行日は「公布後 1年 6 ヶ月以内」とされており、い

つまでにというのがまだ決まっていませんが、法人・事

業所においては早めに体制を整備を進めておく必要が

あります。 

 

 

 

 

 

介護分野においてはすでに令和 3 年度の報酬改定の

中で、カスタマーハラスメントの防止措置が推奨され

ていますし、障害福祉分野でも令和 2 年頃から「取り組

むことが望ましい」と言われてきています。それぞれの

分野で調査研究事業や「ハラスメント対策マニュアル」

が作成されるなど、土台は作られています。 

今回からの連載では、国が示すマニュアル類に基づ

いて、カスタマーハラスメントとは何か、福祉業界なら

ではの留意事項や対策方法などについて考えていきた

いと思います。 

まずは「カスタマーハラスメント」の定義ですが、今

回の労働施策総合推進法改正に伴い、その定義が明確

にされました。 

①顧客、取引先、施設利用者その他の利害関係者が行

う、②社会通念上許容される範囲を超えた言動により、

③労働者の就業環境を害すること。 

以上の 3点をすべて満たすもの、とされています。 

また、「介護現場（障害福祉現場）におけるハラスメ

ント対策マニュアル」（以下「マニュアル」）では、 

①身体的暴力(身体的な力を使って危害を及ぼす行為) 

②精神的暴力（個人の尊厳や人格を言葉や態度によっ

て傷つけたり、おとしめたりする行為） 

③セクシャルハラスメント（意に添わない性的誘いか

け、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為） 

と分類・定義しています。    次回へ続きます 

 
 
 
 

「福祉・介護事業所の労務管理・人材育成セミナー

2025Part1」の開催が決定しました！今回は初任者向け

の内容として、「労務管理の基礎」と「年収の壁（扶養）」

をテーマとします。もちろんベテランの方も受講可能

ですので、多くのご参加をお待ちしております！ 

 

最低賃金の大幅アップに対応を！ 

福祉労務ナビゲーション 
2025 年 9月 
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